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中期経営計画策定のお知らせ 
 

 

当社は、2024 年 12 月期～2026 年 12 月期を計画期間とする、中期経営計画を策定いたしましたので、下記

のとおりお知らせいたします。 

 

１． 目指すべき姿・方向性 

～時価総額 280 億円に向けて、マンション ISP 領域から脱却し、AI とファイナンスを強みとした不動産

Tech 領域へ～ 

 

２． 数値目標 

～2024 年 12 月期から 2026 年 12 月期で売上高成長率 25%、経常利益成長率 40%を目指す～ 

 

  
2024年 12月期 

目標  
～ 

2026年 12月期

目標  

売上高  48.0億円   74.8億円  

営業利益  7.8億円   14.8億円  

営業利益率  16.3%   19.8%  

経常利益  5.0億円   10.0億円  

  

※上記予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、  

今後様々な要因により実際の業績が記載の予想数値と異なる可能性があります。 

 

 

本中期経営計画の詳細につきましては、添付資料をご参照願います。 

 

 

以上 



2024年 12月期  - 2026年 12月期

中期経営計画

東証グロース（証券コード：4415）
2024年2月14日

株式会社ブロードエンタープライズ



目指すべき姿・方向性Business Plan

マンション 領域から脱却し、
とファイナンスを強みとした不動産 領域へ

時価総額 億円に向けて



Business Plan

そこで、当社はAIとファイナンスの力で賃貸業界を取り巻く課題を解決

賃貸業界を取り巻く課題

◼賃貸業界の課題＝空室が埋まらない＋家賃を上げられない

◼課題解決には、現状把握として物件価値や適性家賃の査定が必要

◼現状、入居率・家賃アップの施策は属人的

◼さらに、施策が見えてもオーナー様の資金面で身動きが取れないことも多々あり

事業をメインとした事業展開では賃貸業界の根本的解決には繋がらない

◼ 賃貸不動産のビッグデータ（数億件超）の収集
◼ 物件ごとの対策や収益予想はAIの得意領域

◼ 当社が得意とする初期費用 円のファイナンス
モデルで様々なソリューションを提供

AI ファイナンス

AIとファイナンスを強みとした不動産Tech企業へ



Business Plan

AIシステムが
分析・シミュレーションし、

収支の改善策を提示

物件に関わる情報
（エリア・周辺家賃などのビッグデータ）

当社が提供できるサービス
による付加価値アップ

初期導入費用

円

独自のファイナンスモデル

ゼ
ロ

①物件ごとの対策や収益予測が数十年先までシミュレーション可能なAIシステムを開発

AIとファイナンスを強みとした不動産Tech企業へ



Business Plan

AIシステムが個人の属性から
ビジネス・趣味・嗜好などを
データ分析し、営業確度・信
用度・レコメンド・最適な

サービスを提示

オーナー様情報
（収支・借り入れ状況など）

ゼ
ロ

②日本最大級のマンションオーナープラットフォームを構築し、
富裕層向けビジネスの拡大を図る

AIとファイナンスを強みとした不動産Tech企業へ

①収益物件の販売

②金融商品の販売

③富裕層向け広告
（車・住まい・美容・
旅行・ゴルフetc...）

プラットフォームを活用した
ビジネス展開

当社顧客データ
（1万名超のオーナー様情報）



不動産Tech企業として売上成長と収益性を追求することでPER向上を目指す

Business Plan

ISP業界 不動産Tech業界

P
E

R

時価総額

P
E

R

時価総額

G社
F社 S社

M社

N社

S社

G社

平均PER※平均PER※

ブロード
エンタープライズ

ブロード
エンタープライズ

FY2027～FY2024

※2024/2/9時点
3社平均

※2024/2/9時点
類似企業5社平均

AIとファイナンスを強みとした不動産Tech企業へ



中期経営計画Business Plan

～ ～

売上高 億円 億円

営業利益 億円 億円

営業利益率

経常利益 億円 億円

で売上高成長率 、経常利益成長率 を目指す

売上高

経常利益

時価総額

約 億円

想定 ※

～ 倍
※ 時点

不動産 上位 社
の平均値

中期経営計画達成に向けた
経営陣によるコミットメントを表明

ストックオプションを付与し、より一層株主の
皆様の利益を重視した経営を推進する

⇒

対象者 取締役・執行役員

行使条件

までに 期合計経常利益

億円を達成
※プライム上場基準の一つとも合致

未達成でストックオプションは無効に



目標達成の考え方①Business Plan

事業部 事業部 事業部

■利益体質の強化を図るため、直販比率を抑え販管費をコントロール

■事業部制ではなく一人の営業がすべての商材を扱うため、販売数に偏りが出て、商材によって

  は前年同期を下回る可能性があるが、粗利額・営業利益額は増加

事業部制にすると直販比率が上がり、

販管費も増加

直販比率を上げず、販売代理店を増やし、

販管費を抑制

（直販） （販売代理店）



目標達成の考え方②Business Plan

粗利獲得に貢献する商材の販売に注力

FY2024の目標達成に
必要なフロー粗利

ストック粗利

約 億円

販管費

約 億円

営業利益

約 億円

フロー粗利

約 億円

商材ごとのフロー粗利のイメージ

商材 売上単価 粗利率 粗利単価
契約あたりの
棟数・室数

契約あたりの
粗利単価

万円 棟 ％ 万円 棟 棟 万円

万円 棟 ％ 万円 棟 棟 万円

万円 室 ％ 万円 室 室 万円



企業価値の最大化Business Plan

現在 FY2024 FY2026

既存事業B-CUBIC

BRO-ROOM

計画済みの新規事業

新規領域・M&A

経常利益

3.6億

経常利益

5.0億

経常利益

10億

企

業

価

値

不動産Tech企業
としての

ポジション獲得

不動産Tech企業への
シフトチェンジ開始

BRO-LOCK

AIとファイナンスを強みとした不動産Tech企業へのシフトチェンジを通じて企業価値向上を図る

AIを活用したテクノ
ロジーにより売上成
長と収益性を追求



販売代理店経由の売上高割合

販売代理店の獲得強化を進め、売上高の構成割合 以上を

目指すことで販管費を抑え、利益を確保

Business Plan

販売代理店
経由の売上高割合

約

売上高

億円
直販・取引管理会社
経由の売上高割合

約

販売代理店
経由の売上高割合

約

売上高

億円

直販・取引管理会社
経由の売上高割合

約



リノベーション
企業

M&A戦略Business Plan

既存事業の基盤強化からテクノロジーの取り込みに至るまで、
複数の事業領域のM&Aについて具体的検討をスタート

ISP領域

不動産Tech領域

Fin Tech領域

リノベーション領域

不動産Tech企業

Fin Tech企業

・事業基盤にク
ロスセルし、事
業拡大が可能

・AIシステムの基
盤、拡張が可能

・多様な調達手
法を活用し、事
業拡大が可能

・内製化するこ
とで更なる利益
確保が可能

同業他社



ROE構造

財務健全性の確保

財務イメージ

に向けた財務イメージ

Business Plan

流動比率

持続的な企業価値向上

成長投資の推進 流動化想定額

財務健全性を確保しつつ、積極的な投資による成長を実現し、企業価値向上を目指す

150%以上

自己資本比率 25%以上

EPS 100円

ROE 30％

M&A等に関する投資

投資対象事業の選定方針

◼ 既存事業とのシナジー
◼ 事業拡大のための同業領域
◼ 事業領域拡大のための不動産Tech

ROE
47.8% 30%

2023年12月期
2022年12月期

114.5%
101.6%

2023年12月期
2022年12月期

11.8%
9.1%

2023年12月期
2022年12月期

56.02円
13.37円

2023年12月期
2022年12月期

47.8%
5.9%

（2023年12月期） （2026年12月期）

当期純利益率

総資産回転率

財務レバレッジ

8.3%

0.6

9.4

同程度

上昇

減少大

2023年12月期 約14億円

2026年12月期 約45億円



株主還元方針Business Plan

※ 年 月 日時点の発行済株式数 株を基準としています。

配当政策（税引後当期純利益 億円達成後）

当社は、事業活動で得られた利益を主に内部留保として確保し、事業基盤の強化や成長のための投資に活用す

ることにより株主価値の増大に努めてまいります。事業投資による利益成長と株主還元のバランスを重視する

という観点から資本の状況、業績動向、当社株価の水準、成長投資機会、資本効率向上等を考慮し、税引後当

期純利益 億円達成で配当性向 での配当開始を計画しております。

株あたり 円 銭※を予想

株主優待

保有株式数 優待品の詳細

株以上 株未満 オリジナル カード 円相当

株以上 株未満 オリジナル カード 円相当

株以上 オリジナル カード 円相当

株主優待制度は引き続き実施。



ESG方針

ESG方針

Business Plan

事業活動を通じた社会課題の解決により、中長期的な企業価値向上と持続的な成長を実現

Environment Social Governance

◼ 環境に配慮した移動手段の推進

◼ ペーパーレスの推進

◼ ハイブリッド車の利用

◼ リサイクル可能な機器部材の積極利用

◼ 消費電力の少ない機器部材の利用

◼ コーポレート・ガバナンスの強化

◼ リスクマネジメント体制の構築

◼ コンプライアンスの徹底

◼ 情報セキュリティ強化とプライバシー
の保護

◼ IR活動（投資家との建設的対話）

◼ ガバナンス体制の機動的刷新

◼ 付加価値の高い商品企画・開発
◼ 公正なマーケティングと広告
◼ 個人情報の保護
◼ 公正な取引の遵守と社内浸透
◼ 人事、福利厚生
◼ 従業員の健康増進
◼ ワークライフバランスの推進
◼ IAI、RPA 等を活用した業務改善
◼ ダイバーシティ 女性活躍推進
◼ 人財の育成と採用・定着

ステークホルダーにとって
満足度の高い企業へ 公正かつ健全な組織体制を構築事業活動を通じて環境貢献



本資料の取り扱いについて

本資料には、将来の見通しに関する記述が含まれています。これらの記述は、当該記述を作成した時点

における情報に基づいて作成されたものにすぎません。さらに、こうした記述は、将来の結果を保証す

るものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。実際の結果は環境の変化などにより、将来の

見通しと大きく異なる可能性があることにご留意ください。

上記の実際の結果に影響を与える要因としては、国内外の経済情勢や当社の関連する業界動向等が含ま

れますが、これらに限られるものではありません。

また、本資料に含まれる当社以外に関する情報は、公開情報等から引用したものであり、かかる情報の

正確性、適切性等について当社は何らの検証も行っておらず、またこれを保証するものではありません。
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